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－ どのようなきっかけから育児休業制度を活
用したのですか。 

　4年前に第一子が誕生し、初めて育児休業を取
得しました。当時は、御殿場営業所の営業所長を
務めていましたが、営業職員の皆さんの後押し
があり、週末と合わせて4日間の休みを取りまし
た。本社勤務時の昨年に第二子が誕生し、この時
も職場の後押しを受けて2度目の育児休業を取得
し、前後の週末と合わせて10日間の休みを取り
ました。

　このように2度にわたり育児休業を取得し、育児に主体的に関わることで、保育
園の送り迎えや子どもと一緒の外出など、育児がとても大変であることを実感しま
した。

－制度を活用した後で意識の変化などはありましたか

　妻も働いていますが、お互いが何をフォローし合えば良いのか分かるようにな
り、自分も率先して育児に関わるようになりました。
　また、営業所長はお客さまや営業職員の皆さんと育児について話す機会も多く、
仕事を行う上でも育児を理解することは重要だと感じています。

　本社では、育児休業の取得が自分の仕事を整理するきっかけになりました。取得
にあたっては、余裕をもってスケジュールを検討することと、突発的な案件が生じ
た場合の対応策を準備しておくことが重要です。私の場合は、取得しやすい時期を
早めに見定め、1ヵ月ほど前に職場へアナウンスしました。職場の仲間にはお互い
様の意識でサポートしてもらい、そのおかげで休みの間、ずっと育児に専念するこ
とができました。

－育児休業制度を活用する男性職員へのアドバイスをお聞かせください

　当社では、休職期間が連続１週間以内の育児休業の場合は有給扱いとなります。
また、人事部が上長を通じて対象者に取得促進をはかるなど、会社全体で男性の育
児休業制度の活用を後押しした結果、当社の男性育児休業取得率は100%を達成し
ています。それでも、とりわけ営業現場では複数日の育児休業の取得が困難なケー
スがみられるのが現状です。
　しかし、営業所長がしっかりと育児を経験
することは、営業所全体の成長にもつながる
と思います。私もはじめは育児に関わること
に不安を覚え、育児休業取得をためらいまし
たが、そうした男性こそ、取得すれば多くの
気づきを得られるのではないでしょうか。
　営業職員の皆さんからも是非、営業所長が
育児休業を取得するよう、後押しをお願いで
きればと思います。

男性が育児休業制度を活用し、育児に関わることが“当たり前”になって欲しい

　 　前号から、男性の育児休業制度の活用を通じた、男女がともに仕事と生活を両立できる職場づくりについて紹介しています。第2回目となる今回は、実際に
育児休業制度を活用された朝日生命保険相互会社の篠﨑 志野さんに、制度を活用することになったきっかけや、その後の意識の変化などについて語ってい
ただきました。

育児の経験は自分の成長につながり、仕事にも活かされる

すべての男性が育児休業を取得するよう 
会社全体で働きかけることが重要

職場の後押しを受けて
2度の育児休業を取得

～９月開催の東京・和歌山地区より～
支援議員の先生方から力強いメッセージをいただきました！

　生保労連では、生保関連税制の充実や郵政民営化問題、銀行窓販問題等、産業
政策諸課題の解決に向けた取組みを効果的に進めるため、日頃より私たちの政策
にご理解・ご協力いただいている支援議員との連携強化に努めています。その取
組みの一環として、支援議員と現地の組合員のみなさんの相互理解を深めるため
に、支援議員を囲んでの「くらしと生命保険を語る会」を開催しています。
　９月には、東京地区（10日）において海江田万里先生に、また和歌山地区（27日）
において岸本周平先生にご臨席いただき「くらしと生命保険を語る会」を開催しま

した。ご参加いただいた組合員のみなさん、ありがとうございました。
　支援議員の先生方からは、組合員のみなさんに力強い応援メッセージ等をいた
だくとともに、積極的な意見交換が行われ、産業政策諸課題等について共有化を
はかることができました。
　生保労連では引き続き、各地区で語る会を開催していきますので、みなさんの
ご理解・ご協力をよろしくお願いします。

【海江田万里先生】
　毎年8月末に各省庁から税制改正要望が提出される。今
年の金融庁の要望に生保労連が掲げる「生命保険料控除の
拡充」が記載された。生命保険料控除制度は、国が国民の
自助努力を後押しする重要な制度だ。
　以前、生命保険料控除の縮小が議論の俎上に上った経
緯がある中で、金融庁の要望として同控除の拡充が盛り
込まれたことは、これまで生保労連が行ってきた金融庁
への要請等の取組みの成果だ。引き続き生保労連ととも
に生命保険料控除の拡充に取り組んでいきたい。

【岸本周平先生】
　歴史的にみて、バブルは約10年に１回はじけている。す
でに2008年のリーマンショックから10年以上が経過し
ており、いつ経済が悪化してもおかしくない状況だ。
　中国だけでなく、韓国経済も悪化すると、日本経済に悪
影響を与える。そのため、日本にとって周辺諸国と良好な
関係を継続していくことが重要だ。
　この語る会は、生保産業等に関する貴重な意見・要望を
聞くことができる大変有意義な会だと考えている。ここで
いただいた意見等を国政等にしっかりと反映していきたい。
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▲いつも家では2人の子どもと遊んでいます
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